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年の韓国年の韓国

盧武鉉政権，多難な船出

奥田 聡・石崎菜生・二階宏之

概 況

年 月の大統領選挙で当選を果たした盧武鉉は 月 日に大統領に就任し

た。若年層の支持を得て当選した盧大統領であるが，実際の国政運営においては

側近の不正事件，財閥の献金疑惑，金大中政権下での対北送金事件の処理，自分

に波長の合う人物ばかりを抜擢する人事方針などが混乱を呼び，早くもそのリー

ダーシップに疑問が呈されることとなった。大統領の出身母体である新千年民主

党は大統領の就任直後から旧主流派と新主流派の対立が絶えず，ついに 月に分

裂，野党となった民主党本体と大統領支持者からなる少数与党ヨルリン・ウリ党

（ 開かれたわれわれの党 の意）に分かれた。

経済においては，成長率の低迷と失業の増大，そして労働紛争の激化が雰囲気

を悪化させ，韓国への直接投資も大きく減った。しかし，対内的な閉塞感も対外

的な好調によって幾分かは緩和されたようだ。半導体や携帯電話など，確固とし

た優位をもつ品目を中心に輸出は堅調で，全体経済の失速は免れた。また，輸出

の堅調や世界的な株価回復の流れのなかで外国人投資家が韓国株を再評価する動

きが強まり，株価は強含みに推移した。ただ，個人負債の増加が問題となり，

LGカードの経営危機が表面化するなどの不安要因も見られた。対外経済政策の

なかでは FTA（自由貿易協定）をめぐる動きに新たなものが見られた。日韓 FTA

は 年間の準備期間を経てようやく本交渉に入り，シンガポールとの FTA も本

交渉に入った。

外交面では，盧大統領がアメリカとの距離を置くことを公言したことから，ア

メリカの冷淡な姿勢が当初目立った。一方，北朝鮮との関係では盧大統領が選挙

戦で 太陽政策 の維持を公約し，おおむね良好に推移した。とはいえ，北朝鮮

の核問題を巡る 者協議でアメリカの協力は不可欠で，このような観点からイラ

ク派兵が断行された。日本との関係は，小泉首相の靖国参拝などの波乱要因もあ

ったが，韓国での追加的日本文化開放が行われるなど，全体としては良好であっ

概 況



た。

盧武鉉大統領当選の背景と就任

年 月 日の大統領選挙で第 代大

統領に選出された盧武鉉は 月 日，正式

に大統領に就任した。盧武鉉は金大中前大

統領の与党民主党（新千年民主党）から出馬，

選挙では 万余りの得票で当選したが，

次点のハンナラ党候補である李会昌候補と

の票差はわずかに 万票で，薄氷を踏むが

ごとき当選であった。

盧武鉉当選の原動力となったのは

世代 （ 歳代， 年代に大学生， 年代

生まれ）を筆頭とする 歳代のイン

ターネットを駆使する若年有権者たちであ

国 内 政 治

年の韓国

った。両候補の主張は 古い政治の清算 （盧武鉉候補）， 腐敗した政権の一

掃 （李会昌候補）と大きくは違わないなか，盧武鉉候補はアメリカとの対等な関

係を強調して 北朝鮮とアメリカが戦争になればわれわれが止める （ 年

月 日ソウル明洞での演説より）と，対米対等，民族融和の姿勢をにじませていた。

インターネット経由での ノサモ と呼ばれる支持者グループとの対話を重視し

てきた盧武鉉候補のスタイルに若年有権者が引きつけられたところへ，米軍によ

る女子中学生轢殺事件（ 年 月）への怒りが収まらない彼らが対米自主路線を

取る盧武鉉候補への支持を集中させた。こうして，新聞やテレビなどの既存マス

コミ上で盛り上がりを欠く論戦とは裏腹にネット上では盧武鉉候補への支持熱が

高まっていたのであった。

何か新しいことを との選挙民の付託を受けた形の盧当選者がどのような政

策を打ち出してくるかに当然注目が集まった。 年 月 日には大統領職引受

委員会委員 名を任命， 月 日には新政権 大課題を発表した。この後，引受

委員会では各部処からの業務報告受けて 月 日には新政権の 大国政課題を以

下のように最終確定した。



しかし，引受委員会委員

の顔ぶれからすると経済政

策がもっぱら所得分配中心

の議論となりそうなことや，

対外関係において有力者が

見当たらないこと，各部署

からの業務報告を受けたあ

とでも諸課題の具体的な姿

が見えにくく，抽象的理想

論の域を出なかったことな

どから就任後の実行力につ

いて不安が出てくるように

なっていた。

盧武鉉政権，多難な船出

論議を呼んだ人事方針

盧武鉉政権はその目新しさを人事で示そうとした。新政権の別称は 参与政

府 である。新政権閣僚の人材募集にあたっては，盧武鉉の就任前から引受委員

会がネット上で公募するという，それまでにない方式で人材を募った。しかし，

実際には自分と波長の会う人材を登用し，それに反対する勢力の言い分を聞かな

い姿勢は コード人事 との新造語をもってしばしば揶揄されるに至った。

月 日の初組閣では法務部長官に 民主社会のための弁護士集会 副会長で

司法試験 期の康錦実を，行政自治部長官に金斗官南海郡守を据えるなど，異色

な人事が注目を浴びた。とくに，法務部では長官のほうが部内主要役職者よりも

司法試験合格時期が大幅に遅い超 逆転人事 となった。この後，新政権の人事

を巡る軋轢が各所に拡がった。まず，法務部では 月 日の人事異動で次官（

期）や高検長，検事長クラスが大幅に若返ったのに伴って逆転人事が多く発生，

年下の上司に仕えるのを嫌う古参検事が大挙退職した。また，国家情報院（旧国

家安全企画部）関連では，大統領側は 月 日に同院長として 民主社会のための

弁護士の集い 初代会長を務めた高泳 弁護士を内定した。国家情報院長はいわ

ゆる ビック （長の任命に関して国会公聴会が行われる機関，他には国税庁，検

察庁，警察庁）の一角である。左翼系活動の経験者を情報機関のトップに据えると

いう異例の人事方針に異論が出ていたが， 月 日の公聴会の結果，国会情報委

外交・統一・国防 ・朝鮮半島の平和体制構築

政 治 ・ 行 政 ・腐敗なき社会，奉仕する行政
・参与と統合の政治改革
・地方分権と国家均衡発展

経 済 ・東北アジア経済中心国家の建設
・自由で公正な市場秩序確立
・科学技術中心社会の構築
・未来を開く農漁村

社会・文化・女性 ・参与福祉と生活の質向上
・国民統合と両性平等社会の具現
・教育改革と知識文化強国の実現
・社会統合的な労使関係の構築

盧武鉉新政権の 大国政課題

（注） は 大課題以後追加されたもの。
（出所） 大統領職引受委員会， 年 月 日。



年の韓国

員会は高泳 が同院院長として不適格であるとの報告を出した。ところが，盧大

統領は国会の報告を無視して同 日に高泳 に対する国家情報院長任命を行った。

この後， 月 日には同院の主要ポストである企画調整室長，第 次長，第 次

長を新規に任命したが，ことに企画調整室長に任命された徐東晩尚志大学教授に

は， 月 日の上述の国会報告書で 親北偏向性が強く，不適切 との異例の意

見が出ていたにもかかわらず盧大統領はその任命を断行した。

相つぐ疑惑の噴出

盧大統領が就任した当初巷間を騒がせていた疑惑の代表的なものとしては，現

代グループと金大中前政権による対北朝鮮送金疑惑がある。これは， 年 月

の南北首脳会談を控えて，北朝鮮当局と現代および韓国当局との間で南北会談開

催のため政府が 億 ，北朝鮮での事業展開見返りとして現代が 億 （現物

万 を含む），計 億 を供与することで合意し，実際には現代が全額を北朝

鮮に送金したというものである。この事件に関しては特別検事体制が組まれ，

月 日までに捜査が終結するとともに関係者が起訴された。鄭夢憲現代峨山会長，

朴智元前文化観光部長官，林東源前国家情報院長，李起浩前大統領府経済首席な

ど政府関係者ほか計 名が起訴されたが，裁判過程で現代の鄭夢憲会長が 月

日に投身自殺している。 月 日に出された 審判決では北朝鮮への送金は統治

行為として認定されず，被告らに執行猶予付きの有罪が宣告された。

この対北送金問題は，これだけであれば前政権の残した負の遺産の処理という

ことで終わったであろうが，現政界に直結する疑惑も年初から多数浮上してきた。

まずは ナラ総金疑惑 である。これは盧大統領の若手最側近の安 正民主党・

国家戦略研究所副所長らが，金融当局によるナラ総金に対する廃業命令を阻止し

て欲しいという同総金大株主の請託を受けて， 年に 億 万 を受け取っ

たというもの。また，春以降浮上してきたのは盧大統領が経営に関与していたミ

ネラルウォーター会社 チャンスチョン の負債清算を巡るいくつかの土地疑惑。

このうち，チャンスチョン社債務の連帯保証人の一人に対して返済資金捻出のた

め，その連帯保証人が京畿道竜仁に所有する土地の買収を盧大統領の後援者の繊

維会社経営者が持ちかけ，売買が成立しなかったにもかかわらず代金の 億 が

連帯保証人の手元に残り，最終的にはチャンスチョンの負債穴埋めに用いられた

のではないかというものが最大のものである。このほか盧大統領の実兄建平や地

元釜山（プサン）での高校の先輩，後輩にあたる人物らの名前が上っている。



月になると，駄目押しとも言える大統領選挙を巡る盧大統領陣営の不正資金

疑惑が浮上した。大統領選挙の過程で盧大統領のもう一人の若手最側近の崔導術

前青瓦台政務秘書官が大手財閥 SKから 億 を不正に受け取っていた事実が発

覚した。これまでに出てきた不正疑惑が依然としてくすぶり続けていたところへ，

若手の身内の不正発覚によって自らの大統領職の正統性が問われる事態に至り，

クリーンさを売り物にしていた盧政権は発足 年を待たずして窮地に追い込まれ

た。

再信任国民投票，与党分裂，資金疑惑の与野党拡散

しかし，盧大統領陣営にとって幸いだったのは，大統領を激しく攻撃し続けて

きた野党ハンナラ党にさらに巨額の不正資金疑惑が発生したことであった。崔導

術元秘書官の SK資金不正受領疑惑発覚と同時期に，野党ハンナラ党の崔燉雄議

員が同じく SKから 億 を受領したとの疑惑が浮上した。これを受け，盧大

統領は大きな賭けに打って出た。 月 日，盧大統領は記者会見で不正事件と関

連して 捜査終了後国民の不信に対して再信任を問いたい と切り出し，同 日

には国会での施政方針演説のなかで， 再信任の方法は国民投票が望ましい。時

期は 月 日前後がいいと考える と述べた。これまでに行われた国民投票は憲

法改正に伴うもので，大統領職の継続の是非について問うたものは皆無である。

しかし，盧大統領は自身が提案した国民投票についてその合憲性や，信任の基準，

手続きなどの技術的な側面についてまったく言及せず，突然ボールを投げられた

形の政界は困惑の色に包まれた。

このころ大統領選出母体であった民主党の中で盧大統領に近い新主流派の独立

の動きが着々と進んでいた。もともと民主党内で少数派であった盧武鉉にとって

は金大中前大統領に近い旧主流派には以前から含むところがあったうえ，古い体

質を持つ旧主流派とは 年 月の国会総選挙をともに戦えないと判断していた

ようである。また，民主党大統領候補に指名された盧武鉉が民主党の選挙資金の

うち帳簿上存在すべき 億 から 億 ともいわれる巨額の資金が蒸発してい

ることを知って激怒したともいわれている。新主流派は盧政権発足前の 月 日

に早くも新党結成に言及， 月 日に新党結成を宣言し， 統合新党 の呼称で

呼ばれるようになった。盧大統領も 月 日に民主党を正式に離党した。 月

日に金元基議員ほか 名を共同議長にして，統合新党はヨルリン・ウリ党として

正式に発足した。ただし，所属議員は 人の少数与党で，国会内では第 党とな

盧武鉉政権，多難な船出



った。

資金疑惑は 月以降さらに拡大していった。各財閥が大統領選挙を前後してハ

ンナラ党や民主党，盧大統領陣営に巨額の資金供与をした事実が暴露されるよう

になった。なかでもハンナラ党に対する資金供与額は飛びぬけて大きい。年末ま

でに前述の SKからの 億 に加え，現代自動車 億 ， LG 億 ，三星

億 など， 大財閥だけで 億 余りの不正資金授受が取りざたされている。

このほかロッテ，錦湖，韓進など中堅財閥の分も合わせるとハンナラ党に流れた

不正資金の総額は優に 億 を超過するものと見られている。

一方，盧大統領陣営でもあらたな不正資金疑惑が発覚していった。 月 日に，

いったんは盧大統領が拒否した大統領側近不正資金疑惑に関する特別検事体制に

関する法案を野党が多数の国会が再議決した。憲法第 条の規定により，この法

案は成立，準備期間を勘案しても 年 月には特別検事体制が始動することに

なった。このような状況にも関わらず盧大統領は強気を崩さなかった。盧大統領

は 月 日，大統領選挙で自陣営が集めた資金量について， 不法および合法資

金を合わせれば 億 億 だ と，開き直りともとれる発言を行った。選管

への申告額 億 ，これとは別枠の政党活動費 億 を勘案しても最大で 億

の不正資金を使用した可能性のあることを自ら認めたのであった。これに先立

って盧大統領は同 日， われわれが昨年の大統領選挙で使った不法資金の規模

がハンナラ党の 分の を超えれば，大統領職を退き，政界を引退する と述べ

た。 月 日の大統領側近による資金不正疑惑に関する検察の捜査結果によれば，

安熙正，崔導術の両ルートで 億 ，竜仁土地疑惑で 億 ，合計 億 規模の

不正資金が集められたと見られるが，ハンナラ党の不正資金規模の 分の は多

少下回っているとみられる。

これまで，韓国では政治資金の不正摘発は野党側にのみ行われる傾向があり，

政権中枢の不正資金摘発は権力交代後に行われることが多かった。しかし，今回

は現職大統領陣営の不正資金についても捜査の手が伸びており，大統領自身が不

正の可能性を公然と認めた。権力とのつながりが企業業績に大きく影響する韓国

では，大統領選挙の際には，各財閥が保険をかける意味で有力候補陣営に金を渡

すことが公然の秘密とされてきた。こうした不明朗な慣例が早い段階で表面化し，

公開の議論の対象となった点は一応評価されるべきであろう。

年の韓国



支持率激減するも，意外にしたたか

盧大統領は学生や労働者の激しい示威活動に対して このままでは大統領職を

続けていけないという危機感を感じる という弱音を漏らした（ 月 日）かと思

うと， 月には再信任国民投票の提案， 月には 分の 発言 などいささか

挑発的な発言も行った。これらはいずれも盧大統領としてはその地位に恋々とし

ないことを言わんとしたものであったが，有権者の多くには盧大統領の言動には

ブレが目立ち，いつ政権を投げ出すかわからない，という危惧を抱かせたようだ。

また，マスコミとの激しい対立は有名で，盧大統領の大人気ない対応に眉をひそ

める向きも多いようである。また， 月には盧大統領の支持基盤であった若年層

に反対の強かったイラク派兵を決めていた。このようなことがあってか，盧大統

領に対する支持率は大きな落ち込みを見せた。各種世論調査によると，就任時に

は ％近かった支持率は年末には ％内外まで落ちた。

しかし，有権者が盧政権を見放したと見るのは早計であろう。 年 月 日

付けの 朝鮮日報 に掲載された盧政権の 年を評価する世論調査結果では，景

気悪化を反映して経済分野での厳しい評価が目立ったが，その他の分野ではやや

好意的な評価が出ている。 貧富の格差拡大 を感じた回答者は ％，経済政策

が良くなかったとした回答者は ％であったのに対して， 不正腐敗 の増悪を

感じたのは ％にとどまった。側近の諸疑惑についてハイペースでの事実解明を

容認している盧大統領の姿勢がひとまず評価された形である。また，対北朝鮮政

策や地域間対立の解消について良くなかったとする回答者の比率はそれぞれ ％，

％に留まった。

また，最近になって少数与党のヨルリン・ウリ党が現勢力以上の支持を集めて

いるのも注目される。 東亜日報 が 月 日に実施した政党支持に関する世論

調査では，主要各党の支持率はハンナラ党 ％，ヨルリン・ウリ党 ％，民

主党 ％であった。

これらを総合すると，不安定な言動を繰り返す大統領個人への支持は低調だが，

個別の政策には見るべき部分もあり，少数与党の党勢拡大を通じた政権基盤強化

による混乱収束を有権者は望んでいる，という構図が見えてくる。年後半の盧大

統領による強気発言は有権者の政治的安定志向を見込んだ上で繰り出されたもの

であると見られ，彼の意外にしたたかな側面が垣間見えた。ただ，有権者の安定

志向を逆手に取って，盧大統領が冒険主義的な行動に出ているという見方も否定

できない。政局は大統領選挙資金を巡る与野党間の非難の応酬の中で越年した。

盧武鉉政権，多難な船出



年の韓国

マクロ経済状況──輸出頼みの低調な一年

国内経済は不況一色の重たい展開となった。 月 日の韓国銀行の発表によれ

ば， 年の GDP 成長率は ％と展望された。これは前年の ％を大きく下

回り，通貨危機以後初の調整期入りとなった 年の ％よりも低い数値であ

る。これに先立って，韓国銀行は 月 日に第 四半期の国民所得暫定推計結果

を発表したが，ここで発表されたウォン表示 GDP を基に計算した第 四半期ま

での 人当たりGDP は 万 となり， 人当たり所得 万 の大台を着々と

固めつつある。

第 四半期までのGDP 支出項目別に見てみると，同期間の実質GDP 成長

率 ％に対して，GDP の 割近くを占める民間消費の伸び率が個人信用規制の

影響をうけて ％と通貨危機以来の不振を見せ，設備投資伸び率も ％と，

年の調整期以来の低い伸びにとどまった。 月 日に韓国銀行が発表した第

四半期までの製造業企業経営実績を見ると，売上高対比の経常利益率は ％

と不況にもかかわらずかなりの堅調を維持しており，企業が利潤を社内に留保し

て実物投資に慎重な姿勢を崩さなかったことがわかる。これに対して成長を下支

えしたのは輸出と建設投資で，財貨サービスの輸出は ％増と，二桁の高い伸

びを見せ，建設投資も 年第 四半期からの好調が持続して ％増と堅調で

あった。

産業別には，第 第 四半期までの成長率は長雨による不作で打撃を受けた

農林水産業が ％と不振を見せ，消費低迷の影響を強く受けた娯楽・飲食・

旅行などのサービス業は ％の成長に，製造業も ％の成長にとどまった。一

方，建設業は，下半期にマンション価格抑制のための規制措置を見越した仮需が

住宅建設を中心に発生して好況を呈し，第 四半期までの成長率は ％を記録

した。

年の経済分野での大きなイシューのひとつは労働争議であった。同年の主

要な争議としてあげられるのは，貨物連帯争議（ 月， 月），鉄道ゼネスト

（ 月），新韓銀行への売却に労働者が反対した国有の朝興銀行争議など，非製造

業部門の争議のほか，製造業部門では生産損失額が大きかった現代自動車（

月），争議期間が長かった斗山重工業（前年 月 月），韓進重工業（ 月）

経 済



や外資系企業の韓国ネスレ（ 月）などを挙げることができる。 年 月

日の産業資源部の発表では， 年の製造業における労働争議による生産損失額

は総額 兆 億 （前年比 ％増），輸出損失額は 億 万 （同 ％増）で

あった。 月 日の労働部資料によれば， 年から 年間の韓国の労働損失日

数は世界で一番多い 人当たり 日で，アメリカの 日，日本の 日にく

らべて図抜けて多い。要求貫徹に向けてすぐに実力を行使しがちな利己的ともい

える労組の体質も問題であるが，労働側の対政府要求を安易に受け入れてしまう

など，労働寄りの政府の対応も問題だろう。斗山重工業の場合は争議期間中の賃

金が支払われるよう政府が仲裁したし，鉄道争議と関連しては，鉄道民営化の方

針が公社化に後退しているし，貨物連帯争議と関連しては通行料引き下げの要求

など 項目のうちほとんどが受け入れられている。法の支配と原則を確立するよ

りは，概して対話と妥協が前面に出ている形だ。日系企業を含む在韓外国企業か

らは労働側に甘い対応をとる政府の方針に苛立ちが募っている。また，労働紛争

の激化は労働生産性と賃金の間の適正な連動を妨げかねないことから，不適正な

人材配置，労働市場流動性の低下，若年失業の増加，ひいては国家競争力の阻害

を懸念する経済界や学界などからの声が一段と強まっている。

期間別には，年半ばにおける不調が目立った。これは，北朝鮮の核問題，イラ

ク戦開戦と派兵， SKの粉飾事件や政権交代にともなう財閥規制の懸念，激しい

労働争議，長雨による不作などの悪材料が同時期に続出したことが大きいだろう。

四半期別の GDP 成長率は第 四半期の ％から第 四半期には ％，第 四

半期には ％と低迷した。しかし， 月の生産指数は久々に 桁の伸びを回復，

これと輸出額など各種指標を総合すると，第 四半期以後国内経済は緩やかな回

復に向かっているものと見られる。

対外経済面では， 年の通関ベースでの輸出は 億 （前年比 ％増），

輸入は 億 （同 ％増）を記録（ 年 月 日の産業資源部発表）， 年以

来 年ぶりの高い伸びを示した。この結果輸出入合計額は世界第 位となった。

通関ベースでの黒字幅は年後半以降ほぼ毎月 億 のペースを維持し，通年の黒

字は 億 と，昨年に比べて 億 も増加した。品目別には，輸出における半

導体，自動車，無線通信機器などの主力品目での好調が目立った。とくに，自動

車は国内販売の不振が著しいなか，輸出の好調に救われた典型的なケースといえ

る。相手国別に見ると，対中黒字の増加と対日赤字の増加が特筆される。産業資

源部の暫定推計では対中輸出は現地購買力の向上や世界的な生産基地化に伴う中
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間財需要の高まりなどにより前年比 ％増の 億 ，黒字幅は 億 （前年

比 億 増）を記録する見込みである。 年には中国がアメリカを抜いて輸出

先第 位となる見込みである。対日輸入は，半導体や自動車などの輸出好調に伴

う部品・素材需要の高まりから 億 （産業資源部発表から筆者推計，前年比

％増），対日赤字は前年よりも 億 多い 億 となる見込みである。貿易

面での好調で国内経済の失速が多少なりとも食い止められた形であるが，輸出の

品目構成を見ると上位 品目（半導体，自動車，無線通信機器，コンピューター，船

舶）の占める割合が ％で，前年に比べて ポイントの上昇を見せた。上位

品目の顔ぶれは 年以降ほとんど変化がなく，その占有率も 年代後半以後

じわじわと上昇していて， 年の半導体ショックのような価格変動への脆弱性

に対する懸念が出る可能性は否定できない。一方， 年 月 日の財政経済部

の発表によれば， 年の対外投資は， 件， 億 で件数は ％増加した

ものの金額は ％の減少を記録した。これには， SARS（重症急性呼吸器症候

群）やイラク戦など対外投資環境の悪化や韓国の景気悪化などが影響している。

地域別には中国やベトナムをはじめとしたアジア地域への集中が目立ち，中小企

年の韓国



業による投資が目立った一年であった。中小企業の海外移転の動きは，産業空洞

化の更なる進行の兆候とも受け取れ，注目される。外国人直接投資（対内投資）は

大きく減少した。産業資源部の 年 月 日発表によれば， 年の外国人投

資は前年比で ％減の 億 にとどまった。このような不振は，対外投資と同

様の世界的な投資環境悪化のほか，韓国の政権交代による見送りムード，北朝鮮

の核問題，労使紛争の激化などが主な要因とされる。なかでも労使紛争が問題で

あるという声は在韓外国系企業のなかに根強い。UNCTAD（国連貿易開発会議）に

よる世界各国の投資先としての潜在力指数と成果指数（ 年）によれば，

韓国は潜在力指数では世界第 位と健闘しているのに比べて成果指数では 位で，

投資適地としての可能性を生かしていないことがわかる。

カード危機

今年の国内経済の不調のもっとも大きな原因は民間消費の減少であった。個人

負債額の高まり，延滞率の増大とカード会社の経営悪化が利用限度額の引き下げ

につながり，資金源を断たれた層が消費を急速に絞り込んだためであった。

韓国でのカード利用額のなかでもキャッシングの増大が目を引く。 年 月

日の金融監督院の発表ではカード会社の 年のカード使用総額は 兆 ，

実に GDP の ％で，日本の ％（ 年，日本クレジット産業協会資料をもと

に計算）とは比較にならない普及ぶりである。このうちキャッシングは半分以上

の 兆 余りにのぼった。これに伴い，個人の消費性債務が急増し， 年

月末現在の 世帯当たり個人債務は 万 （韓銀，第 四半期の資金循環動向）と

なった。こうしたカード利用の急拡大の背景には，金大中政権が経済危機当時の

年に導入した，消費活性化と自営業者の所得捕捉をかねた一定額以上のクレ

ジットカードの利用に対する所得控除がある。これは消費活性化に大きな効果が

あり，韓国経済の危機脱出に少なからぬ効果があったことは認めざるを得ないが，

この控除は 年においても存続した。こうした税制上の優遇のため，カード各

社は未成年者に対しても無分別な発行を行うほどの過当競争に走り，現在の韓国

民 人当たりカード所有枚数は 枚余り，日本の 倍以上である。近年問題とな

っているのは，カード債権の延滞率の高さである。延滞率は月を追うごとに上昇，

月末には ％（ 月 日，金融監督院）の高さに達し，信用不良者数は 万人，

世帯中 世帯ほどがこれに該当するほどの事態となった。 月 日の金融監督

院の発表では，第 四半期までのカード会社の累積赤字は 兆 億 に達した。
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年の韓国

月には大手カード会社 LGカードが経営危機に陥り一時キャッシングサービス

を停止する事態になった。

財政経済部は個人のクレジットカードのキャッシングと関連した不良債権増加

に対応して， 月の与信専門金融業法改正でクレジットカード会社の与信におけ

るキャッシングサービスの比率を 年末まで（ 月の改正で 年まで）に ％

以下に低めることにした。これと前後して，カード各社はキャッシングサービス

の限度額を徐々に引き下げた。限度額総額は 年末の 兆 から 年第

四半期には 兆 にまで引き下げられた。 年 月 日の韓国銀行発表によれ

ば， 年のカード利用額は前年に比べてキャッシングが ％減，商品等購入が

％減，総額では 兆 と， ％減少した。これに伴って，自転車操業的なキ

ャッシングの繰り返しで生活資金や事業用資金を調達していた層が資金枯渇に直

面し，返済を不履行，債務不良者に転落する事例が続出した。個人消費の収縮は

この過程で起きており，これがマクロ経済の不振の大きな原因となった。また，

キャッシング限度額を使い果たしても物品購入の信用枠があることに着眼して換

金性の高い商品を購入， ％程度の手数料で直ちに転売して現金を手にする

カード・カン と呼ばれる行為が増えているという。

月 日の金融監督院発表によれば， 月末の金融システム全体での不良債権

は 兆 ，不良債権比率は ％で，前年末の ％より拡大した。金融監督院に

よれば，この拡大は主としてカードローンなどの個人向け貸し出しの滞納による

ものと分析し，個人の過度のカード信用依存が金融システムを再び脅かしかねな

い問題として浮上してきている。また，借り手側の返済への誠意がないケースが

増え，消費者のモラル低下ぶりが目立ってきており，これらは今後の懸念材料で

ある。

SK グローバル問題

市民団体の不正告発を端緒として大型粉飾会計が発覚，現代，大宇に続く財閥

崩壊の懸念を招いて国内経済に混乱をもたらした事例である。

一連の問題の端緒は，落選運動で有名になった市民団体の 参与連帯 が 月

に， SKグループと JP モルガンの間で SK証券株式の裏オプション契約が交わさ

れ，結果として SKグローバルなどに 億 の損害を与えたとして，崔泰源

SK（株）会長と，全国経済人連合会（全経連）会長に選任されたばかりだった孫吉丞

SKグループ会長らが背任容疑でソウル地検に告発したことであった。



月 日に検察の捜査が始まったが，捜査の過程で巨額の粉飾会計が発覚した。

また，この捜査の過程で大統領選挙における政界への 億 以上に上る資金流

入も発覚している。この粉飾会計は，国内での信認度低下を恐れた SK経営陣が

グループの損失を隠蔽するために行われたもので，外国人株主がほとんどなく，

財務の操作が容易な SKグローバルがグループ全体の損失隠しの場として利用さ

れたという（ 月 日， 毎日経済新聞 ）。 月 日発表の捜査結果によれば，輸入

ユーザンス手形の計上除外 兆 億 をはじめ，外貨売掛金貸し倒れ引き当て

金や投資有価証券の損失の計上除外などを合わせ， SKグローバルの粉飾総額は

兆 億 にのぼった。このほか，当初の告発容疑である JP モルガンとの裏

契約や，崔会長の持つウォーカーヒル（非上場）株式と関連会社の所有する SK持

ち株会社株式とを高値でスワップし，さらにそれに伴う納税資金捻出のためにウ

ォーカーヒル株式を SKグローバルに高値で引き取らせていた（ウォーカーヒル株

式スワッピング疑惑）。これらの容疑で崔会長と孫会長をはじめとする 人が起訴

された。

月 日には SKグローバル債権団が債権の処理については直ちに法的整理を

するのではなく，構造調整促進法を適用して債権者の共同管理とすることが決ま

った。 SKグループが崩壊するのではないかとの観測から，同グループ債券を組

み込むファンドが元本割れを起こすという，大宇崩壊時と同様の展開への懸念が

ひろがった。また，政権交代期に財閥たたきが起こりやすいという経験則から他

の財閥に対しても司直のメスが入るのではないかとの懸念も出て，ファンドや債

券の取引が一時麻痺状態となった。こうした資金市場の混乱は上述のようなマク

ロ経済不調の一因となったのであった。 月 日には SKグローバルの海外支社

の債権 兆 億 が不良化していることが判明した。相次ぐ不正経理の事実を

踏まえて 月 日に出された監査結果では，同社が 年末現在 兆 億 の

債務超過であることがわかった。

この後の債務調整においては国内債権者と外国人債権者との間の意見調整が難

航した。 SKグループ側が資産を提供して債権者に対してある程度の配当は確保

できることとなったが，外国人債権者は全額の回収を求めて譲らなかったため，

月頃から国内債権者らが構造調整促進法の適用を断念して法定管理（日本の会

社更生法に相当）への移行を模索しはじめた。しかし，法定管理となると債権回収

率が ％程度ということがわかって外国人債権者が態度を軟化，結局は債権買取

比率（CBO） ％，内外無差別という条件で両者が折り合った。

盧武鉉政権，多難な船出



今回の問題では，財閥の体質が依然として変っていないことが浮き彫りにされ

たが，危機の管理方法においては一定の評価を与えてよいのではないかと思われ

る。財閥中核会社にたいする法定管理など，経済に大きな衝撃を与える措置を経

ずに話し合いで問題解決が図られたことや，内外同等な債権調整方針などがそれ

である。

南北関係

月 日の盧武鉉政権発足当初，金大中政権下での 億 対北送金に関する司

法処理が懸案となっていて，これが南北観光事業や対話などにどのような影響を

及ぼすかが注目されていた。また， 年秋から持ち上がった北朝鮮の濃縮ウラ

ン開発疑惑という新たな要因のなかで盧政権がどのような対応を取るかが注目さ

れた。

このようななかにあっても盧武鉉政権は金大中前政権の 太陽政策 ，すなわ

ち北朝鮮に対する宥和的政策，の維持を南北政策の基本に据えた。 月 日の就

任演説では，南北関係と関連して 平和繁栄政策 を， 対話による懸案解決，

相互信頼の優先と互恵主義， 南北当事者の原則のもとでの円滑な国際協力，

対内外透明性の向上，国民参加の拡大，超党的協力，という 原則の下に遂行

すると述べた。また，政策目標にもあるとおり，盧武鉉政権は東北アジア中心国

家を目指しており，地域重視を鮮明にしているが，当然北朝鮮もその重要地域の

一角を占めている。

年を通じてみると，韓国内での対北送金への司法処理は粛々と進められ，

南北関係にあまり影響を与えることはなかった。また，北朝鮮の核問題は 月

日からの北京における第 回 カ国協議が一つの山場となったが，北朝鮮がこの

問題について韓国を当事者とみなしていない状況から，会談開始前から多くを期

待できないという雰囲気があった。実際，協議は大した進展を見せないまま終了，

次回も開催するということだけを決めて年を越した。

南北間の各種交流は外部状況の影響を受けることなく進んでいった。主な会議

等としては，第 回南北閣僚級会談，第 回南北経済協力推進委員会，

第 回南北離散家族再会，第 回南北赤十字実務接触，などがもたれた。

南北間の事業としては海路による金剛山観光が引き続き行われ，これに加えて新

対 外 関 係

年の韓国



たに 月には金剛山陸路観光， 月には一般人の平壌観光が開始された（観光事

業は一時 SARS の影響で休止）。このほか， 月には京義線と東海線で南北の鉄道

が連結され， 月にわたってコメ 万 が北朝鮮に送られた。また， 月に

は南北出入事務所が京義線都羅山駅に設けられた。

年 月 日，統一部は 年に韓国に入国した脱北民は 年の 人に

比べ ％増えた 人であることを明らかにした。また， 年はこれより

％増える見通しだとした。

対米関係

大統領選のときから盧大統領はアメリカとの距離を置く自主外交を目指す旨を

表明してきていたが，就任後も 互恵平等 という言葉でそうした姿勢をあらわ

した。 月 日の就任演説で盧大統領は 韓米同盟はわれわれの安定保障と経済

発展に大きく寄与しており，韓国の国民はこれに対し，深く感謝している とし

ながらも， われわれは韓米同盟を互恵平等の関係としてさらに成熟させて行

く と述べた。また，これに先立って ニューズウィーク 誌とのインタビュー

で アメリカが自国の価値観を他国に押し付けていると考えるか という質問に

は， アメリカが追求する新しい秩序はほとんどが正しいが，一方主義的な性格

も帯びている とした。

しかし，実際には北朝鮮との軍事的対峙の状況のもとではアメリカの軍事的抑

止力は韓国の安全保障にとって死活的意味があるうえ，最近になって浮上してき

た北朝鮮の核問題では北朝鮮が交渉相手とみなしているアメリカに対する協調の

必要性が生まれていた。このような状況の下で， 月 日にイラク戦争勃発に際

して盧大統領は即日アメリカへの支持を表明した。政府は翌 日に 人以内の

工兵と 人以内の医療支援団の派遣を決定した。 月 日には韓国きっての知

米派である元外相の韓昇洲高麗大学教授を駐米大使に任命して，韓米関係の重要

性を印象づけた。

盧大統領の就任後初の訪米は 月 日から 泊 日にわたって行われた。そこ

では，ブッシュ米大統領と盧大統領が北朝鮮への見方について意見の接近を見た。

両大統領は北朝鮮の金正日総書記が危険な人物であるという点で意見を同じくし

たという。ただ，アメリカ側が北朝鮮に対して武力行使を含めたあらゆる手段を

留保する考えであったのに対して韓国側としては北朝鮮に対する武力行使は絶対

にあってはならないとしたところに微妙な意見の食い違いがあった。また，北朝
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鮮へのアプローチの仕方としてアメリカは カ国協議のような集団的な圧力を北

朝鮮に対して掛けようという考えであったのに対して，韓国は北朝鮮の隣人とし

ての特殊性を踏まえて，二国間政策である太陽政策への理解を求めた。盧大統領

の訪米中に出された韓米共同宣言は具体性に今一つ欠ける嫌いはあったが，この

訪米はそれまでぎくしゃくしてきた韓米関係の撚りを多少は戻す役割を果たした

と言ってよかろう。

だが，盧大統領の自主外交はその後息を吹き返した。イラク戦の長期化に伴っ

て，アメリカは 月になってイラクに 万人の兵力を派遣するように韓国に打診

してきたという。ここで，対米協力を重視してアメリカの要求に沿った兵力派遣

を推進する勢力と自主外交を推進する勢力との綱引きがはじまった。対米重視派

は尹永寛外交通商部長官や 永吉国防部長官などで，自主外交重視派は国家安全

保障会議（NSC）の李鐘 事務次長など，盧大統領の側近らである。結局，派兵規

模は 人程度に削減することとなって国会承認については年を越すこととなっ

た。対米重視派と自主外交重視派の確執も年を越した。

対日関係

盧大統領は当選当初，日本とのパイプが皆無に近かった。解放後生まれの大統

領がどのような対日政策を持つかについては日本国内でさまざまな見方が交錯し

たが， 月 日の就任式後に小泉首相と会談した盧大統領は，日韓関係における

未来志向 を強調し，過去の問題にはあまりこだわらない姿勢を打ち出した。

これは日本ではおおむね好感をもって迎えられた。対日関係の重視は，東北アジ

ア中心国家構想と関連した地域重視の考え方からくるともいえるが，同時に対米

自主外交のためのバランス上対日関係の格上げが必要という考え方も成り立つ

（ 朝鮮日報 月 日）。日本側も大統領就任のときに首相自らが式典に参列した

ことを見てもわかるとおり，日韓関係を重視した。また， 年にサッカーの

ワールドカップ大会を共催したことによる国民レベルで高まった親近感も無視し

得ないだろう。

盧大統領の就任後初の訪日は 月 日から行われたが，意見の食い違いが目立

ったのは北朝鮮への取り扱いであった。日本では不審船出没や北朝鮮の拉致被害

者問題と関連した対北強硬論が強まった時期で，万景峰号入港停止などの一方的

制裁を取り入れようとしていた。一方，韓国は北朝鮮に対する制裁措置には反対

の立場であり，共同宣言に対北制裁を載せないようにするのが精いっぱいだった。

年の韓国



このほか，日韓間で進展したのは地域経済統合への動きであった。 月 日を

以って日韓投資協定が発効したし， 年以上の準備段階を経てきた日韓 FTA は

ついに 月に産・官・学研究会の同 FTA 早期実施を求める最終報告が提出され

た。同 日には APEC首脳会議のためバンコクに赴いた両国首脳はそこで会合，

FTA 政府間交渉の年内開催と 年までの交渉終結を確認した。また，社会保

障協定の内容に基本的にも合意した。 月 日からの第 回日韓 FTA 交渉では，

農業など特定分野を聖域としないことが確認され，すべての分野における自由化

が検討されることになった。近年，日韓間の貿易投資関係は中国などの目覚しい

台頭の影に隠れがちだが，韓国での所得向上や生産品目の急速な高度化によって

両国間の産業内貿易は増加している。これを背景に FTA 締結の利益はさらに増

大していくものと考えられる。

日韓 FTA 以外の分野では， 年 月 日からテレビ，アニメーション分野

での第 次・日本大衆文化開放が行なわれる。一方，韓国で制作されたテレビド

ラマが日本国内で好評を博したり，韓国人女性歌手の活躍が目立つなど，日本へ

の韓国大衆文化の浸透も目立った。

対中関係

年の韓国の輸出において中国は日米を抑えて一位の座を占めた。また，貿

易黒字も 億 と，不況に喘ぐ韓国経済の救世主の役割を果たした形である。

投資先としても重要であり，経済面からの重要性は繰り返す必要はなかろう。政

治的には，中国が北朝鮮との国交を持つことから北朝鮮への牽制役としての役割

を果たしうるという重要性がある。最近の北朝鮮の核開発を巡る状況に見るよう

に，北朝鮮の暴発を食い止める必要がある時にはその重要性がさらに増す。

盧大統領と胡錦濤中国国家主席の初の会談は 月 日に北京で開かれた。この

韓中首脳会談では，盧大統領が北朝鮮の核開発問題における多国間協議とそれに

おける協力を強調した一方で，胡錦濤主席は当事者間の解決を強調した。別の言

葉で言うと，北朝鮮の核開発問題において，韓国が中国に対して北朝鮮への影響

力を行使するよう頼んだのに対して，中国は北朝鮮の立場に配慮した後見人的な

立場を崩さなかった，ということである。盧大統領の訪中は概してすれ違いの目

立つものとなった。
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年の課題

政治の面では， 月の総選挙に向けた動きが中心となろう。 年 月に韓国

とチリの間で結ばれた FTA が 年間たなざらしとなって漸く批准されたのも選

挙と無関係ではなかろう。また，現在は極小与党であるヨルリン・ウリ党がどこ

まで議席を伸ばすかが注目される。現在進行中の大統領選不正資金疑惑に関する

捜査の進展状況にも目が離せない。大統領陣営における資金受け取り状況（ 分

の 発言 と関連して）によっては政権投げ出しの可能性すら否定できない。閣僚

の配置は次第にベテラン重視の実務型へと変っていくだろう。

経済では， ％台への成長回復を見込む予測機関が多く，景気は回復するとみ

られる。カードの利用規制で大きなダメージを受けた個人消費の回復は遅れるが，

設備投資や輸出の伸びを見込んで経済成長率が回復するとのシナリオである。政

府の経済運営方向としては，深刻な失業問題への対応から雇用の創出が目指され，

その一環としてサービス産業の充実が図られる。また，所得格差是正策としては，

分配よりも 人当たり所得の成長（ 万 へ）が中長期的目標として目指される。

外交面においては，朝鮮半島においては北朝鮮の核問題が目の離せないイシ

ューとなる。周辺諸国との連携が欠かせなくなる。これと関連して大統領が打ち

出した東北アジアハブ構想についてはあまり理解されておらず，具体的な戦略提

示が求められる。対米関係では自主外交派の巻き返しによって微妙な雰囲気が続

くだろう。最後に， FTA 政策については，現在推進中の日本，シンガポールと

の交渉を早急に終わらせ，ASEAN各国との交渉を推進する必要があろう。この

ほか，打ち切りとなった対メキシコ FTA 交渉の善後策を講ずる必要があるし，

中国やアメリカとの FTA についても踏み込んだ議論が行われるようになるかも

しれない。

（本文 奥田 聡 地域研究センター研究グループ長）

（日誌 石崎菜生 地域研究センター）

（資料 二階宏之 図書館）

年の課題

年の韓国



日 盧武鉉，第 代大統領に就任。小泉

首相と会談。パウエル米国務長官とも会談。

日 盧大統領の初内閣が発足。高建が首

相に就任。

月 日 ソウル地検， SKグループの粉飾

会計が 兆 億 に達すると発表。崔泰源

SK（株）会長らを起訴。孫吉丞 SK グループ

会長（全国経済人連合会会長）らも不拘束起訴。

日 SK グローバルの債権団， SK グ

ローバルを企業構造調整促進法によって処理

することを決定。

斗山重工業の労使紛争，労働部の仲裁に

より 日ぶりに妥結。

日 フィラ・コリアがイタリアのフィラ

グループ本社をフィラ・アメリカ，サーベラ

ス（米投資専門ファンド会社）と共同で買収。

日 盧大統領，対北送金事件をめぐる特

別検事制法を公布。

日 SKグローバルの債権団，同社を共

同管理下におくことを決定。

日 臨時国務会議で 名の建設工兵支

援団と 名以内の医療支援団をイラク戦争

に派兵するための 国軍部隊のイラク戦争派

遣同意案 を議決。

月 日 公正取引委員会，今後 年間に公

正取引法の規制を受ける大規模企業集団の名

簿を発表。資産 兆 以上の韓国電力，サム

スン， LG， SK，現代自動車など の大規模

企業集団（財閥および公企業）を出資制限対象

に指定。

日 盧大統領，国会で就任後初の施政演

説。 国軍部隊のイラク戦争派兵同意案 が

国会で可決。

日 政府，国際機構を通じてイラク難民

に 万 を支援することを決定。

日 SK グローバル，海外法人の 兆

月

月

重要日誌重要日誌 韓 国 年韓 国 年

月 日 日韓投資協定（BIT），発効。

日 鄭夢憲・現代峨山取締役会会長，訪

朝（ 日）。

日 第 回南北赤十字実務協議，開催

（ 日）。

日 第 回南北閣僚級会談，ソウルで開

催（ 日）。

日 林東源外交安保統一特別補佐官，特

使として訪朝（ 日）。 日，金永南最高人

民会議常任委員長と会談。

ハンナラ党が提起した大統領当選無効訴

訟により，全国 の開票区で再集計を実施。

日 ハンナラ党の徐清源代表，大統領選

挙の再集計結果と関連し，当選無効訴訟を取

り下げると発表。

日 ハンナラ党の徐清源代表，辞任。臨

時代表権限代行に朴 太議員。

月 日 大統領職引受委員会，新政権の名

称を 参与政府 に決定。

日 第 回南北経済協力推進委員会，開

催（ 日）。

日 金剛山観光団，陸路で北朝鮮入り。

金大中大統領，現代グループによる北朝

鮮への不正資金送金問題で， 法的に問題が

あることを知りながら認めた と国民に謝罪。

日 金大統領とラゴス・チリ大統領，韓

国とチリの自由貿易協定（FTA）に署名。

日 大邱地下鉄 号線で放火事件発生。

日 第 回南北離散家族再会行事，金剛

山で開催（ 日）。

黄海上で北朝鮮のミグ 戦闘機 機が北

方限界線（NLL）を越えて韓国側海域を侵犯。

日 大統領職引受委員会，新政権の 大

国政課題を最終確定。

日 韓和甲・民主党代表，辞任。後任は

鄭大哲最高委員。

月

月



億 の粉飾会計が発覚。

日 盧大統領，国会情報委員会が 国家

情報院長としては不適切 とした高泳 国家

情報院長候補者を任命。

国会議員の辞職などにともなって実施さ

れた補欠選挙でハンナラ党が 選挙区で 議

席を確保。

日 第 回南北閣僚級会談，平壌で開催

（ 日）。

ハンナラ党の朴 太代表権限代行，盧大

統領に高泳 の国家情報院長任命の撤回を要

求。

日 民主党の新主流派，新党結成の方針

を公式に宣言。

日 ナラ総合金融のロビー疑惑 事件

を再捜査している公的資金不正特別捜査本部，

金浩準前宝城グループ会長から現金 億 を

受け取った安煕正民主党・国家戦略研究所副

所長に対し，政治資金法違反の疑いで逮捕令

状を請求。

日 サムスン電子，携帯電話で第 四半

期の売上高が 億 万 を記録，モトロー

ラを抜きノキアに次ぐ世界第 位のメーカー

に。台数では第 位。

月 日 全国運送荷役労組（民主労総系）傘

下の貨物連帯所属の運転士，ストに突入。

日 盧大統領，訪米（ 日）。 日，ブ

ッシュ大統領と会談。

日 真露，法定管理下に入る。

日 平壌で第 回南北経済協力推進委員

会，開催（ 日）。

月 日 盧大統領，訪日（ 日）。 日，

天皇主宰の宮中晩餐会に出席。 日，小泉首

相と会談。

日 京義線と東海線の鉄道連結式，東西

両側の軍事境界線（MDL）上で開催。

日 朝興銀行労組，政府の銀行売却に反

月

月

対する無期限ストに突入。

特検，対北秘密送金疑惑事件で朴智元前

文化観光部長官を逮捕。

日 北朝鮮による拉致被害者家族連絡

会 の横田滋代表ら 人と支援の国会議員ら

人，訪韓（ 日）。

日 ハンナラ党，新特別検事制法案を国

会に提出。

新韓銀行の労組員 人余り，キャンド

ルデモ。

民主労総の 万人，ゼネストに突入。

日 ハンナラ党の新代表に崔秉烈議員が

選出される。

国民統合 の鄭夢準代表，辞任。後

任に申楽均代表代行。

日 第 回離散家族再会行事，開催（

月 日）。

月 日 清渓川復元工事，開始。

日 盧大統領，訪中（ 日）。 日，胡

錦濤・中国国家主席と会談。

日 新韓金融持ち株会社，朝興銀行の買

収に向けた本契約を締結。

第 回南北閣僚級会談，ソウルで開催

（ 日）。

日 国会，ハンナラ党が提出した対北送

金の再特別検事制法案を可決。

日 北朝鮮軍，非武装地帯（DMZ）で韓

国側に向けて銃撃，韓国軍がこれに応射。

日 盧大統領，オーストラリアのジョ

ン・ハワード首相と会談。

日 ブレア英首相，訪韓。盧大統領と会

談。

日 盧大統領，国会を通過した新しい特

別検事制法案（対北送金と関連）に対する拒否

権を行使。

日 米国際貿易委員会（ITC），ハイニッ

クス半導体に対する ％の相殺関税の賦

月

韓 国



課を最終確定。

月 日 鄭夢憲現代峨山取締役会会長，飛

び降り自殺。

日 仁川広域市の松島と永宗島，チョン

ラ地区の約 万坪が初の 経済自由区域

に指定。

LG，ハナロ通信の経営権確保に失敗。

ハナロ通信の臨時株主総会で筆頭株主の LG

が提案した 億 の有償増資案が否決され

る。

日 現代自動車の操業が完全正常化。

日 欧州連合（EU），ハイニックス半導

体の輸出向けメモリー製品に対し ％の関

税を賦課することを最終決定。

日 検察，権魯甲前民主党顧問を逮捕。

日 米韓連合軍司令部，米韓両軍による

合同軍事訓練 乙支フォーカスレンズ を開

催（ 日）。

北朝鮮の船舶 隻，黄海の北方限界線

（NLL）を侵犯。

日 大邱ユニバーシアード大会，開催

（ 日）。

日 タイのバンコクにある日本大使館に

駆け込んだ脱北者 人，仁川空港から入国。

日 第 回南北経済協力推進委員会，開

催（ 日）。

月 日 ネスレのスイス本社，韓国市場か

らの撤退を検討するよう指示。

日 盧大統領，金斗官行政自治部長官の

解任決議案の受け入れを拒否。

日 台風 号による人命被害， 人に

達する。

日 平和航空旅行会社，観光目的の南北

航空便の運行を開始。

日 来訪中のベトナムのファン・ヴァ

ン・カイ首相，韓国メーカーの積極的な投資

を呼びかける。

月

月

文化観光部，映画とゲーム，歌謡曲など

の完全開放を骨子とする 日本大衆文化第

次開放措置 を発表。

日 金斗官行政自治部長官，辞表を提出。

日 金剛山で第 回南北離散家族再会行

事，開催（ 日）。

国民参与統合新党 （略称 統合新党），

院内交渉団体として登録。

日 民主党の鄭大哲代表，辞任。後任に

朴相千最高委員。

日 盧大統領，民主党を離党。

日 具滋洪 LG電子社長，辞任。後任に

金双秀副会長。

月 日 盧大統領，インドネシア・バリで

開かれた 第 回東南アジア諸国連合

（ASEAN）プラス （韓中日）首脳会議 に出

席（ 日）。 日，盧大統領，小泉首相，温

家宝中国首相と会談。同日，マハティール・

マレーシア首相，フン・セン・カンボジア首

相と会談。 日，小泉首相と会談。同日，

ASEAN カ国の首脳と会談。

日 盧大統領，崔導術前大統領総務秘書

官の SK秘密資金授受疑惑を受け， 国民に

再信任を問う と宣言。

日 盧大統領，国会演説で 月 日前

後に国民投票を行う と発言。

日 盧大統領，国家安全保障会議を開催。

イラクに対する追加派兵とともに，イラクの

再建に向け今年 万 と向こう 年間，

億 を支援することを決定。

李光宰大統領府国政状況室長，盧大統領

に辞表を提出。

日 盧大統領，中国の胡錦濤国家主席と

会談。

日 タイ・バンコクでアジア太平洋経済

協力会議（APEC）首脳会談，開催（ 日）。

日，盧大統領，ブッシュ米大統領，小泉首

月

年 重要日誌



相と会談。 日，プーチン・ロシア大統領と

会談。

日 ハナロ通信の臨時株主総会，ニュー

ブリッジ・ AIG コンソーシアムの外資誘致

案を承認。

玄貞恩，現代グループの持ち株会社であ

る現代エレベーター会長に就任。

日 民族平和祝典 北朝鮮側参加団，

済州島に到着（ 日）。

日 政府，釜山および鎮海，光陽湾を経

済自由区域に追加指定。

日 黄長 元朝鮮労働党秘書，訪米（

月 日）。 日，ディフェンス・フォーラ

ム基金（DFF）が主催する定例フォーラムで講

演。

盧大統領，李光宰大統領府国政状況室長

の辞表を受理。

日 サムスン電子とソニー，次世代のテ

レビ向け TFT LCD合弁会社の設立を発表。

日 政府，不動産総合対策を発表。来年

から 年間，首都圏の 万戸を含め，全国

に 万戸の住宅を供給。江南地域など不動

産投機地域の 世帯 住宅保有者に最高 ％

（現行 ％）， 世帯 住宅以上の保有者

には ％以上の譲渡税率を適用。

日 盧大統領， 済州 ・ 事件 に対

し，政府レベルで公式に謝罪。

月 日 ムシャラフ・パキスタン大統領，

来訪。 日，盧大統領と会談。

日 全国労働者大会 ，開催。

日 ヨルリン・ウリ党，結成大会を開催。

金元基議員，李太一前東亜大学総長，李景淑

前女性団体連合代表を共同党議長に選出。

日 玄貞恩現代エレベーター会長， 国

民株を発行し，現代エレベーターを国民企業

化する と発表。

LGグループ， LGカードに対する 兆

月

の増資を発表。

日 具本茂 LGグループ会長， LGカー

ド債権団の 兆 の金融支援に対する担保と

して自身が保有している（株）LG の株式

％を追加で提供するという意向を示す。

日 LGカード，流動性不足でキャッシ

ュローン中断（ 日）。

日 盧大統領， 大統領側近不正疑惑を

めぐる特別検事制法案 を拒否，国会に再審

議を要請。

日 イラクでオム電気職員 人が襲撃に

遭い， 人死亡。

金浦 羽田路線の運航，開始。

月 日 側近不正をめぐる特別検事制法

案 ，国会本会議で再可決。

日 李光宰前大統領府国政状況室長，ソ

ウル地検に出頭し， サンアンドムーン・グ

ループの文丙旭会長から大統領選挙資金とし

て小切手を受け取り，民主党関係者に渡した

ことがある と発言。

日 李会昌前ハンナラ党総裁，昨年の大

統領選挙当時の不法資金募集に関連して最高

検察庁に自主出頭。

金 珪慶尚南道知事，辞任し，ハンナラ

党を離党。

日 盧大統領，記者会見で 大統領選で

私の陣営が使った不正資金の規模がハンナラ

党の 分の を超えれば政界から引退する

と発言。

三逸会計法人，中国の藍星グループを双

龍自動車の売却優先交渉対象者に指定するよ

う債権団に勧告。

日 政府，イラクに対する 独自地域を

担当する 人以内の混成部隊 派兵案を最

終確定。

日 国会，新行政首都建設特別措置法案

を可決。

月

韓 国
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政府閣僚人名簿

盧武鉉大統領就任の辞

平和と繁栄と跳躍の時代へ

盧武鉉大綱

尊敬する国民の皆様！

今日私は大韓民国の第 代大統領に就任す

るためこの席に立っています。国民の皆様の

偉大な選択により，私は大韓民国の新政府を

運営する光栄な責任を担うことになりました。

国民の皆様に厚く感謝を申し上げ，この厳し

い使命を国民の皆様とともに完遂していくこ

とを約束致します。

同時に，この席に参席して頂いた金大中前

大統領をはじめ前任大統領の皆様，小泉純一

郎日本総理をはじめ世界各国の慶祝使節と内

外貴賓の皆様にも深く感謝申し上げます。

特に，この席を借りて，大邱地下鉄惨事で

の犠牲者の皆様のご冥福を祈り，遺族の皆様

にも深い哀悼を奉げます。再びこのような不

幸が繰り返されないように，災害管理体系を

全面的に点検し，画期的に改善して，安全な

社会を作るよう最善を尽くしていきます。

国民の皆様！

われわれの歴史は挑戦と克服の連続でした。

列強の枠組みの中に置かれた朝鮮半島で多く

の困難を乗り越え， 年の間，民族の自尊

と独自の文化を育ててきました。解放以後に

は分断と戦争と貧しさを踏み越え，半世紀で

世界 番目の経済強国を建設しました。

われわれは農耕時代から産業化を経て知識

情報化時代に進入することに成功しました。

しかし，現在，われわれは再び世界史的な転



換点に直面しています。跳躍か後退か，平和

か緊張かの岐路に立っています。

世界の安保状況は不安です。イラク情勢が

緊迫しています。特に，北朝鮮の核問題を巡

る国際社会の懸念が高まっています。だから

こそわれわれは平和を守りさらに固く根を下

ろさなければなりません。

対外経済環境も厳しくなっています。先進

国は絶えず新しい領域を開拓し成長していき

ます。後発国は激しく追撃しています。われ

われは新しい成長の原動力と発展戦略が求め

られています。

韓国社会の内部にも国家の命運を決定する

ような多くの問題があります。これらの課題

は国民の皆様の智恵と決断にかかっています。

このすべての挑戦を克服しなければなりま

せん。われわれは成し遂げることができます。

わが国民が力を合わせればできないことはあ

りません。そうした底力でわれわれは外貨危

機を世界で最も早く抜け出しました。昨年は

サッカーワールドカップ 強の神話を作りま

した。大統領選挙のすべての過程を通じ参与

民主主義の花を咲かせました。

尊敬する国民の皆様！

今や，われわれの未来は朝鮮半島に閉じこ

もってはいられません。われわれの前には東

北アジア時代が到来しています。近代以降世

界の辺境におかれていた東北アジアは今，世

界経済の新しい活力に浮上しました。 世紀

は東北アジア時代になるとの世界の専門家の

予測が着々と現実化しています。東北アジア

の経済規模は世界の 分の を占めています。

韓国，中国，日本の カ国だけでヨーロッパ

連合の 倍を超える人口が住んでいます。

わが朝鮮半島は東北アジアの中心に位置し

ています。朝鮮半島は中国と日本，大陸と海

洋を連結する掛け橋です。こうした地政学的

な位置がかつてはわれわれに苦痛を与えてき

ました。しかし，今日では逆に機会を与えて

います。 世紀東北アジア時代の中心的役割

をわれわれに要求しているのです。

われわれは優れた頭脳と創意力，世界一流

の情報化基盤を持っています。仁川空港，釜

山港，光陽港と高速鉄道など空と海と陸上の

物流基盤も整いつつあります。 世紀東北ア

ジア時代を主導的に開いていける基本的な条

件が整いつつあります。朝鮮半島は東北アジ

アの物流と金融の中心地として生まれ変われ

るのです。

東北アジア時代は経済から出発します。東

北アジアに“繁栄の共同体”を達成し，これ

を通じ世界の繁栄に寄与しなければなりませ

ん。そして，いつかは“平和の共同体”に発

展しなければなりません。現在のヨーロッパ

連合のような平和と共生の秩序が東北アジア

にも構築されることが私の長年の夢でありま

す。そのようになってこそ東北アジア時代は

完成するのです。その日が近づくように私は

渾身の努力を尽くすことを固く約束致します。

国民の皆様！

真の東北アジア時代を開くには，まず，朝

鮮半島に平和が制度的に定着しなければなり

ません。朝鮮半島が地球上の最後の冷戦地帯

として残されたことは 世紀の不幸な遺産で

す。そうした朝鮮半島が 世紀には世界に向

かって平和を発信する平和地帯に変わらなけ

ればなりません。ユーラシア大陸と太平洋を

結ぶ東北アジアの平和に満ちた関門として新

しく生まれ変らなければなりません。釜山で

パリ行きの切符を買い，平壌，新義州，中国，

モンゴル，ロシアを経由してヨーロッパに到

着する日を早めなければなりません。

今までわれわれは朝鮮半島の平和を促進さ

せるために多大な努力を傾けてきました。そ
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の結果は刮目すべきものです。南北間に人と

物資の交流が日常的なことのように頻繁にな

りました。空と海と陸の道がすべて開かれま

した。しかし，政策を進めていく過程ではよ

り広範囲な民族的合意を得なければならない

という課題を残しました。私はこれまでの成

果を継承し，発展させながら，政策の推進方

式を改善していこうと思います。

私は朝鮮半島の平和増進と共同繁栄を目標

とする“平和・繁栄政策”を幾つかの原則を

以って進めて行きます。

第一に，すべての懸案は対話を通じて解決

します。

第二に，相互信頼を優先し互恵主義を実践

していきます。

第三に，南北当事者の原則に基づき円滑な

国際協力を追求します。

第四に，対内外的透明性を高め，国民参加

を拡大しながら，超党的協力を得ます。国民

とともにする“平和・繁栄政策”を目指しま

す。

北朝鮮の核兵器開発疑惑は朝鮮半島をはじ

め東北アジアと世界の平和に重大な脅威にな

っています。北朝鮮の核開発は容認できませ

ん。北朝鮮は核開発計画を放棄しなければな

りません。北朝鮮が核開発を放棄すれば，国

際社会は北朝鮮が望む多くのことを提供する

でしょう。北朝鮮は核兵器を保有するか，体

制の安定と経済支援の約束を受けるのか，選

択しなければなりません。

同時に，私は北朝鮮の核問題が対話を通じ

平和的に解決されなければならない点を重ね

て強調します。いかなる形態であっても，軍

事的緊張が高調されてはなりません。北朝鮮

の核問題が対話を通じて解決されるよう，わ

れわれはアメリカ，日本との協調を強化しま

す。中国，ロシア，ヨーロッパ連合等とも緊

密に協力していきます。

今年は韓米同盟 周年です。韓米同盟はわ

が国の安全保障と経済発展に大いに寄与して

きました。わが国民はこれに対し深く感謝し

ています。われわれは韓米同盟を大事に発展

させていきます。互恵平等の関係へと更に成

熟させていきます。伝統的な友邦をはじめ他

の国々との関係も拡大していきます。

国民の皆様！

東北アジア時代を開き，朝鮮半島に平和を

定着させるためには，わが社会が健康で未来

志向的でなければなりません。力とビジョン

を持たなければなりません。そのためには，

改革と統合に向けた持続的な努力が必要です。

改革は成長の動力であり，統合は跳躍の礎石

であります。

新政府は改革と統合を基に，国民とともに

する民主主義，ともに生きる均衡発展社会，

平和と繁栄の東北アジアを開いていきます。

こうした目標へと進むために私は原則と信頼，

公正と透明，対話と妥協，分権と自律を新政

府の国政運営の座標とします。

われわれは各分野において新しい成長の動

力を創出しなければなりません。外貨危機を

招いた諸般の要因はいまだ克服すべき課題と

して残されています。市場と制度を世界基準

に合うように公正で透明に改革し，起業をし

やすい国，投資したい国にしていきます。

政治から変えなければなりません。真に国

民が主人である政治が具現されなければなり

ません。党利党略より国益と国民の福利を優

先する政治風土が醸成されなければなりませ

ん。対決と葛藤ではなく，対話と妥協で問題

を解決する政治文化が定着することを望みま

す。私から野党と対話し妥協していきます。

科学技術を絶え間なく革新し，“第 の科

学技術立国”を築きます。知識情報化の基盤

韓 国



を持続的に拡充し新産業を育成します。文化

を涵養し文化産業の発展も積極的に支援しま

す。

こうした国家目標に符合できるように教育

も革新しなければなりません。子供たちが受

験地獄から解放され，それぞれの素質と創意

力を十二分に発揮できるようにしなければな

りません。

経済の持続的な成長のためにも社会の健康

のためにも不正腐敗をなくさなければなりま

せん。このための構造的，制度的な代案を模

索していきます。特に，社会指導層の骨身を

削る省察が求められます。

中央集権と首都圏集中は国家の未来のため

にこれ以上放置するわけにはいきません。地

方分権と国家均衡発展は後回しできない課題

です。中央と地方は調和と均衡を保ち発展し

なければなりません。地方は自身の未来を自

主的に設計し，中央はこれを手助けしなけれ

ばなりません。私は固い決意でこれを進めて

いきます。

国民統合はこの時代の最も重要な宿題です。

地域構図を緩和するために新政府は地域に公

正な人事を含む可能なすべての措置を取って

いきます。所得格差をはじめ階層間の格差を

少なくするために教育と税制等の改善を講じ

ていきます。労使和合と協力の文化を実現す

るように労使の皆さんとともに最善を尽くし

ます。

老人・弱者をはじめ疎外されてきた人たち

に多くの関心を多く傾けるような温かい社会

を作らなければなりません。そのため福祉政

策を内実化します。あらゆる不合理な差別を

なくしていきます。男女平等社会を目指しま

す。開放化時代を迎え農漁業と農漁民のため

に対策を講じていきます。高齢化社会の到来

に対する準備も疎かにしません。

違法と特権が容認される時代はもう終わら

なければなりません。正義が敗北し，機会主

義者が勢力を得る屈折した風土は清算されな

ければなりません。原則を正しく立て信頼社

会を作りましょう。正々堂々と努力する人が

成功する社会を目指しましょう。正直で誠実

な大多数の国民が生きがいを感じる社会にし

ましょう。

尊敬する国民の皆様！

長い歳月の間，われわれは辺境におかれて

きました。時には自身の運命を自ら決定でき

ない依存の歴史を強いられました。しかし，

今，われわれは新しい転機を迎えました。

世紀東北アジア時代の中心国家として飛躍す

る機会がわれわれに訪れてきました。われわ

れはこの機会を活かさなければなりません。

われわれには数多くの挑戦を克服した底力

があります。危機さえも機会に作り替える智

恵があります。こうした智恵と底力で今日わ

れわれが直面している挑戦を克服しましょう。

今日われわれが先祖を称えるように，将来の

子孫に今日のわれわれも誇らしい祖先として

記憶に残るようにしましよう。

われわれは心を合わせれば奇跡をおこすこ

とができる国民です。われわれ皆が心を合わ

せましょう。平和と繁栄と跳躍の新しい歴史

をつくるこの偉大な道程に参加しましょう。

いつも国民の皆様と一緒に進みます。ありが

とうございました。

年 月 日

大韓民国大統領

盧武鉉

（出所） 韓国政府ホームページ等から作成。
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主要統計主要統計 韓 国 年韓 国 年

基礎統計

人 口（年央推計 人）
労 働 力 人 口（ 人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為 替 レー ト（ ドル ウォン）

（出所） Korea National Statistical Office, , Jan. 韓国統計庁ホームペ
ージ 韓国銀行ホームページ。

支出別国民総生産（ 年固定価格） （単位 億ウォン）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 資 本 形 成
総固定資本形成
在 庫 増 減
財・サービス輸出
財・サービス輸入
国内総生産（GDP）
統計上の不一致
GDP 成 長 率（％）
（出所） Bank of Korea, , Nov. 韓国銀行ホームページ。

産業別国内総生産（ 年固定価格） （単位 億ウォン）

農業・漁業・林業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電気・ガス・水道
運 輸 ・ 通 信
卸 売 ・ 小 売
金融 保険 不動産
行 政 サ ー ビ ス
その他サービス
国内総生産（GDP）
（出所） Korea National Statistical Office, , Jan. .



年 主要統計

国別貿易 （単位 万ドル）

輸出 輸入 貿易収支 輸出 輸入 貿易収支 輸出 輸入 貿易収支 輸出 輸入 貿易収支
ア メ リ カ
日 本
ア ジ ア NIES
香 港
台 湾
シンガポール

タ イ
フィ リ ピ ン
マレーシア
インドネシア
中 国
合 計

（注） 年 月
（出所） 表 に同じ。

国際収支 （単位 万ドル）

経 常 収 支
貿易・サービス収支
貿 易 収 支
輸 出
輸 入

サ ー ビ ス 収 支
所 得 収 支
経 常 移 転 収 支

資 本 収 支
投 資 収 支

直 接 投 資
証 券 投 資
そ の 他 投 資

そ の 他 資 本 収 支
外 貨 準 備 増 減
誤 差 脱 漏

（出所） 表 に同じ。

国家財政 （単位 億ウォン）

財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
純 借 入
補 填 財 源（国内）
補 填 財 源（海外）
（出所） 表 に同じ。
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